
242022年４月号25 2022年４月号

森林環境譲与税年金

在
職
中
の
年
金
受
給
の

在
り
方
が
見
直
さ
れ
ま
す

へ
引
き
上
げ
ら
れ
、
65
歳
以
上
の

在
職
老
齢
年
金
と
同
じ
基
準
額
に

な
り
ま
す
。

※
在
職
老
齢
年
金
に
よ
る
調
整
後
の

年
金
支
給
月
額
の
計
算
式
（
47
万

円
を
超
え
る
場
合
）

年
金
の
基
本
月
額
―（
基
本
月

額
＋
総
報
酬
月
額
相
当
額
―
47

万
円
）
÷
２

・
年
金
の
基
本
月
額
と
は
、
加
給

年
金
額
を
除
い
た
老
齢
厚
生
年

金
（
報
酬
比
例
部
分
）
の
月
額

・
総
報
酬
月
額
相
当
額
と
は
、

そ
の
月
の
標
準
報
酬
月
額
＋
そ

の
月
以
前
１
年
間
の
標
準
賞
与

額
の
合
計
÷
12

で
求
め
ら
れ
る
額

②
在
職
定
時
改
定
の
導
入

【
毎
年
１
回
の
改
定
へ
】

65
歳
以
上
の
老
齢
厚
生
年
金
の

受
給
権
者
が
厚
生
年
金
保
険
の

被
保
険
者
と
な
っ
た
場
合
の
年

金
額
の
改
定
に
つ
い
て
、
年
金

を
受
給
し
な
が
ら
働
く
方
の
経

済
基
盤
の
充
実
を
図
る
た
め
、

早
期
に
年
金
額
へ
反
映
す
る
仕

組
み
を
令
和
４
年
４
月
１
日
か

ら
導
入
し
ま
す
。

①
在
職
に
よ
る
老
齢
厚
生
年

金
の
支
給
が
停
止
さ
れ
る

基
準
の
見
直
し

【
28
万
円
か
ら
47
万
円
へ
】

老
齢
厚
生
年
金
を
受
け
取
ら
れ

て
い
る
方
が
厚
生
年
金
保
険
に

加
入
し
、
年
金
の
基
本
月
額
と

総
報
酬
月
額
相
当
額
の
合
計
額

が
一
定
の
基
準
を
超
え
た
場
合
、

年
金
の
全
部
、
ま
た
は
一
部
が

支
給
停
止
さ
れ
ま
す
（
在
職
老

齢
年
金
制
度
）
。

令
和
４
年
４
月
１
日
か
ら
60
歳

以
上
65
歳
未
満
の
在
職
老
齢
年

金
に
つ
い
て
、
年
金
の
支
給
が

停
止
さ
れ
る
基
準
額
の
見
直
し

が
行
わ
れ
、
65
歳
以
上
の
在
職

老
齢
年
金
と
同
じ
基
準
額
に
緩

和
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
ま
で
は
…

60
歳
以
上
65
歳
未
満
の
在
職
老
齢

年
金
の
支
給
が
停
止
さ
れ
る
基
準

額
は
28
万
円
で
し
た
。

令
和
４
年
４
月
以
降

60
歳
以
上
65
歳
未
満
の
在
職
老
齢

年
金
の
支
給
が
停
止
さ
れ
る
基
準

額
は
47
万
円
（
令
和
３
年
基
準
額
）

こ
れ
ま
で
は
…

老
齢
厚
生
年
金
の
受
給
権
者
が
厚

生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
と
な
っ

た
場
合
、
65
歳
以
降
の
被
保
険
者

期
間
は
、
資
格
喪
失
時
（
退
職
時
・

70
歳
到
達
時
）
に
の
み
年
金
額
を

改
定
す
る
際
の
計
算
に
含
ま
れ
て

い
ま
し
た
。

令
和
４
年
４
月
以
降

65
歳
以
上
の
受
給
権
者
は
在
職
中

で
あ
っ
て
も
、
毎
年
１
回
の
年
金

額
の
改
定
が
行
わ
れ
ま
す
。

基
準
日
（
９
月
１
日
）
に
お
い
て

厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
で
あ

る
65
歳
以
上
70
歳
未
満
の
老
齢
厚

生
年
金
の
受
給
権
者
に
つ
い
て

は
、
前
年
９
月
か
ら
当
年
８
月
の

厚
生
年
金
被
保
険
者
期
間
を
老
齢

厚
生
年
金
の
計
算
の
基
礎
に
加

え
、
10
月
分
（
12
月
支
払
い
）
か

ら
年
金
額
の
改
定
が
行
わ
れ
ま

す
。
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事業名 補助の目的 補助要件の概要 補助内容

占冠地域林業振興事業 森林の若返りと高

性能林業機械化の

促進

森林施業プランナー（村民）が

集約化した主伐等施業地（15ヘ

クタール程度）であり、高性能

林業機械を活用するものである

こと。

高性能林業機械レンタル等に係

る実行経費の３分の１、または

250万円以内のいずれか安価な

額

林業担い手対策事業 林業技術の継承と

担い手の育成定着

①150日以上／年勤務予定の新

規就労者等（村民）を雇用し、

90日以上経過した事業者であ

ること。

②上記の要件を満たし、事業者

自ら就労者の住居費の一部を

補助していること。

①技術指導等に係る経費で1000

円／人日(上限150日／年、３

年以内)

②住居賃貸に係る経費で上限２

万円／人月(３年以内)、上限

１万円／人月(４年目～)

林業労働安全推進事業 林業就労者の安全

性向上

①事業者自ら就労者の蜂刺され

防止対策を講じていること。

②事業者自ら就労者の安全対策

装備品を支給していること。

①エピペン自動注射器支給に係

る経費の全額

②安全装備品の支給に要した経

費の半額、または６万円のい

ずれか安価な額（上限６万円

／人年）

占
冠
村
の
森
林
面
積
は
約
５
万
２

７
０
０
ヘ
ク
タ
ー
ル
、
総
面
積
の
92

％
を
占
め
て
お
り
、
そ
の
内
訳
は
国

有
林
が
約
４
万
７
６
０
０
ヘ
ク
タ
ー

ル
、
村
有
林
が
約
２
０
０
０
ヘ
ク
タ

ー
ル
、
村
有
林
を
除
く
一
般
民
有
林

（
私
有
林
等
）
が
約
３
１
０
０
ヘ
ク

タ
ー
ル
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
森
林
の
有
す
る
多
面
的

機
能
の
持
続
的
な
発
揮
に
向
け
、
国

や
道
の
森
林
整
備
事
業
予
算
や
本
村

の
単
独
予
算
等
に
よ
り
森
林
整
備
を

進
め
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
木
材
価
格
の
低
迷
に
よ

る
森
林
所
有
者
の
経
営
意
欲
の
低
下

な
ど
か
ら
、
私
有
林
等
の
整
備
が
行

き
届
か
な
い
森
林
の
増
加
が
懸
念
さ

れ
ま
す
。

ま
た
、
村
内
人
工
林
資
源
の
多
く

は
標
準
の
伐
採
の
時
期
を
超
え
て
お

り
、
効
果
的
な
若
返
り
や
森
林
整
備

に
係
る
事
業
量
と
雇
用
の
安
定
化
、

林
業
技
術
の
確
実
な
継
承
に
向
け
て

齢
級
構
造
の
平
準
化
を
図
っ
て
い
く

こ
と
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま

す
。こ

の
た
め
、
森
林
環
境
譲
与
税
の

活
用
に
向
け
た
基
本
方
針
に
基
づ

き
、
森
林
環
境
譲
与
税
を
有
効
に
活

用
し
た
適
切
な
森
林
の
整
備
や
そ
の

促
進
に
つ
な
が
る
取
り
組
み
を
計
画

的
か
つ
効
果
的
に
進
め
て
い
き
ま

す
。令

和
４
年
度
か
ら
は
、
村
内
に
お

け
る
民
有
林
等
の
森
林
整
備
を
一
層

加
速
化
さ
せ
て
い
く
た
め
、
下
記
の

と
お
り
新
た
な
補
助
制
度
を
開
始
し

ま
す
。

森林環境譲与税の効果的な活用に向けて
～新たな補助制度の開始～

問農林課林業振興室

☎０１６７ （５６） ２１７４

【
改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
が

令
和
３
年
４
月
１
日
よ
り

施
行
さ
れ
て
い
ま
す
】

○
少
子
高
齢
化
が
急
速
に
進
展
し
人

口
が
減
少
す
る
中
で
、
経
済
社
会

の
活
力
を
維
持
す
る
た
め
、
働
く

意
欲
が
あ
る
高
年
齢
者
が
そ
の
能

力
を
十
分
に
発
揮
し
、
活
躍
で
き

る
環
境
の
整
備
を
目
的
と
し
て
、

「
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等

に
関
す
る
法
律
」
の
一
部
が
改
正

さ
れ
ま
し
た
。

○
今
回
の
改
正
は
、
個
々
の
労
働
者

の
多
様
な
特
性
や
ニ
ー
ズ
を
踏
ま

え
、
多
様
な
選
択
肢
を
法
制
度
上

整
え
、
事
業
主
と
し
て
い
ず
れ
か

の
措
置
を
制
度
化
す
る
努
力
義
務

を
設
け
る
も
の
で
す
。

※
こ
の
改
正
は
、
定
年
の
70
歳
へ
の

引
き
上
げ
を
義
務
付
け
る
も
の
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。

【
事
業
主
の
皆
さ
ま
へ
】

○
こ
れ
ま
で
は
、
事
業
主
に
対
し
て

65
歳
ま
で
の
雇
用
機
会
を
確
保
す

る
た
め
、
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措

置
（
①
65
歳
ま
で
定
年
引
き
上
げ
、

②
65
歳
ま
で
の
継
続
雇
用
制
度
の

導
入
、
③
定
年
廃
止
）
の
い
ず
れ

か
を
講
ず
る
こ
と
を
義
務
付
け
て

い
ま
す
。

○
今
回
の
改
正
で
は
、
65
歳
ま
で
の

雇
用
確
保
（
義
務
）
に
加
え
、
65

歳
か
ら
70
歳
ま
で
の
就
業
機
会
を

確
保
す
る
た
め
、

①
70
歳
ま
で
の
定
年
引
上
げ

70
歳
ま
で
の
就
業
機
会

確
保
の
努
力
義
務

②
70
歳
ま
で
の
継
続
雇
用
制
度
の
導

入
③
定
年
廃
止

④
70
歳
ま
で
継
続
的
に
業
務
委
託
契

約
を
締
結
す
る
制
度
の
導
入

⑤
70
歳
ま
で
継
続
的
に
事
業
主
が
自

ら
実
施
す
る
社
会
貢
献
事
業
、
ま

た
は
事
業
主
が
委
託
、
出
資
（
資

金
提
供
）
等
す
る
団
体
が
行
う
社

会
貢
献
事
業
に
従
事
で
き
る
制
度

の
導
入

い
ず
れ
か
の
措
置
を
講
ず
る
努
力

義
務
を
設
け
て
い
ま
す
。

※
②
は
特
殊
関
係
事
業
主(

子
会
社･

関
連
会
社
等)

に
加
え
て
、
他
の

事
業
主
に
よ
る
も
の
を
含
み
ま

す
。

④
、
⑤
に
つ
い
て
は
、
過
半
数
組

合
・
過
半
数
代
表
者
の
同
意
を
得

て
制
度
を
導
入
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

詳
し
い
内
容
に
つ
い
て
は
、
厚
生

労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
確
認
し

て
く
だ
さ
い
。
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問
厚
生
労
働
省
北
海
道
労
働
局
職
業

安
定
部
職
業
対
策
課
雇
用
対
策
係

（
高
齢
担
当
）

☎
０
１
１
（
７
０
９
）
２
３
１
１

（
内
線
３
６
８
３
）

北
海
道
経
済
部
労
働
政
策
局
雇
用

労
政
課
就
労
支
援
係

☎
０
１
１
（
２
０
４
）
５
３
４
９


